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1 R1.11.18 R1.12.2

東京高等裁判所公文書不開示処分取消等請求控訴事件
（口頭弁論終結日 平成２６年１０月２３日）に係る上
告状兼上告受理申立書、上告提起通知書、上告受理申立
て通知書、上告理由書、上告受理申立て理由書及び記録
到着通知書

35 1 1

（７条２号）
　当該事項（事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所において訴訟記録の閲覧が可能となり、その結
果、個人に関する情報で特定の個人を識別することができると認められるため
　当該事項（原告名等）は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができること又は他の情報と照合することにより特定の
個人を識別することができると認められるため

東京都固定資
産評価審査委
員会

2 R1.11.18 R1.12.2
上告及び上告受理申立てについて（２６東固評委第３７
号）

9 1 1 1 1 1

（７条２号）
　当該事項（当該事件に係る事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所において訴訟記録の閲覧が可能と
なり、その結果、個人に関する情報で特定の個人を識別することができると認められるため
　当該事項（当該事件に係る原告名等）は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができること又は他の情報と照合するこ
とにより特定の個人を識別することができると認められるため
（７条３号）
　当該事項（別件の訴訟に係る原告名）は、公にすることにより、裁判で争っている事実が明らかになるなど、法人の競争上又は事
業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため
（７条４号）
　特定の個人の印影は、公にすることにより印影が偽造されるなど、犯罪の予防その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ
れがあるため
（７条６号）
　税務調査等において収集したこれらの情報（別件の訴訟に係る原告名）は、公にすることにより、納税者からの信頼が損なわれ、
税務調査において任意の協力を得ることができないなど、今後の課税徴収事務に支障をきたすおそれがあるため

東京都固定資
産評価審査委
員会

3 R1.11.18 R1.12.2

東京高等裁判所公文書不開示処分取消等請求控訴事件の
判決（口頭弁論終結日 平成２６年１０月２３日）以
降、東京都が上告及び上告受理申立てを決定するに至っ
た経緯がわかる議事録及び報告書

1 当該公文書は作成及び取得しておらず、存在しない。
東京都固定資
産評価審査委
員会

4 R1.11.23 R1.12.9

東京高等裁判所固定資産評価審査決定取消請求控訴事件
（口頭弁論終結日 平成２５年１月２９日）に係る以下
の文書
(1)東京都が上告受理申立人となる文書
上告受理申立書、上申書、上告受理申立理由書、上告受
理申立て通知書、記録到着通知書、最高裁判所の決定正
本、返還書・受領書
(2)原告が上告人兼上告受理申立人となる文書
上告提起通知書、上告受理申立て通知書、上告状兼上告
受理申立書、記録到着通知書、最高裁判所の決定正本

40 1 1 1 1 1

（７条２号）
　当該事項（引用している判決の事件番号）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所において訴訟記録の閲覧が可能
となり、その結果、訴訟当事者が個人である場合、個人に関する情報で特定の個人を識別することができること又は個人の所有する
財産情報及び他の情報と照合することにより当該情報が特定されることから、これらを公にすることにより、個人の権利利益を害す
るおそれがあると認められるため
（７条３号）
　当該事項（当該事件に係る事件番号、引用している判決の事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所に
おいて訴訟記録の閲覧が可能となり、その結果、訴訟当事者が法人である場合、法人の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位
が損なわれると認められるため
　当該事項（当該事件に係る原告名等）は、法人の所有する他の情報と照合することにより財産情報が特定されることから、これら
を公にすることにより、法人の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位が損なわれると認められるため
（７条４号）
　特定の個人の印影は、公にすることにより印影が偽造されるなど、犯罪の予防その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ
れがあるため
（７条６号）
　当該事項（当該事件に係る事件番号、引用している判決の事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所に
おいて訴訟記録の閲覧が可能となり、その結果、東京都に対して納税義務がある場合、納税者の税務情報が明らかになり、納税者か
らの信頼が損なわれ、税務調査において任意の協力を得ることができないなど、今後の課税徴収事務の適正な遂行に支障をきたすお
それがあるため
　税務調査等において収集したこれらの情報（委員会決定価格等）は、公にすることにより、納税者からの信頼が損なわれ、税務調
査において任意の協力を得ることができないなど、今後の課税徴収事務に支障をきたすおそれがあるため

東京都固定資
産評価審査委
員会

決定区分 （根拠規定）条例７条
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5 R1.12.11 R1.12.20
東京高等裁判所固定資産評価審査決定取消請求控訴事件
（口頭弁論終結日 平成２５年１月２９日）に係る控訴
理由書

57 1 1 1 1

（７条３号）
　当該事項（事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所において訴訟記録の閲覧が可能となり、その結
果、法人の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位が損なわれると認められるため
　当該事項（原告名等）は、法人の所有する他の情報と照合することにより財産情報が特定されることから、これらを公にすること
により、法人の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位が損なわれると認められるため
（７条４号）
　特定の個人の印影は、公にすることにより印影が偽造されるなど、犯罪の予防その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ
れがあるため
（７条６号）
　当該事項（事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所において訴訟記録の閲覧が可能となり、その結
果、法人の税務情報が明らかになり、納税者からの信頼が損なわれ、税務調査において任意の協力を得ることができないなど、今後
の課税徴収事務の適正な遂行に支障をきたすおそれがあるため
　税務調査等において収集したこれらの情報（現況床面積等）は、公にすることにより、納税者からの信頼が損なわれ、税務調査に
おいて任意の協力を得ることができないなど、今後の課税徴収事務に支障をきたすおそれがあるため

東京都固定資
産評価審査委
員会

6 R1.12.14 R1.12.27
東京地方裁判所損害賠償請求事件の判決正本（口頭弁論
終結日 平成２９年１月１３日）

26 1 1 1 1

（７条２号）
　当該事項（当該事件に係る事件番号、別件の訴訟に係る事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所にお
いて訴訟記録の閲覧が可能となり、その結果、訴訟当事者が個人である場合、個人に関する情報で特定の個人を識別することができ
ること又は個人の所有する財産情報及び他の情報と照合することにより当該情報が特定されることから、これらを公にすることによ
り、個人の権利利益を害するおそれがあると認められるため
　当該事項（原告名等）は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができること又は他の情報と照合することにより特定の
個人を識別することができると認められるため
（７条３号）
　当該事項（別件の訴訟に係る事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所において訴訟記録の閲覧が可能
となり、その結果、訴訟当事者が法人である場合、法人の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位が損なわれると認められるた
め
　当該事項（別件の訴訟に係る家屋が所在する区・建築年）は、法人の所有する他の情報と照合することにより財産情報が特定され
ることから、これらを公にすることにより、法人の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位が損なわれると認められるため
（７条６号）
　当該事項（別件の訴訟に係る事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所において訴訟記録の閲覧が可能
となり、その結果、納税者の税務情報が明らかになり、納税者からの信頼が損なわれ、税務調査において任意の協力を得ることがで
きないなど、今後の課税徴収事務の適正な遂行に支障をきたすおそれがあるため
　税務調査等において収集したこれらの情報（別件の訴訟に係る家屋が所在する区・建築年）は、公にすることにより、納税者から
の信頼が損なわれ、税務調査において任意の協力を得ることができないなど、今後の課税徴収事務に支障をきたすおそれがあるため

東京都固定資
産評価審査委
員会

7 R1.12.14 R1.12.27

東京地方裁判所損害賠償請求事件（口頭弁論終結日 平
成２９年１月１３日）に係る東京高等裁判所の判決正
本・最高裁判所の判決正本及び決定正本・その他裁決の
文書

1 当該公文書は当委員会では作成及び取得しておらず、存在しない。
東京都固定資
産評価審査委
員会
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8 R1.12.14 R1.12.27

東京高等裁判所公文書不開示処分取消等請求控訴事件（口
頭弁論終結日 平成２６年１０月２３日）の判決文書に
従って文書を開示したことにより
①租税の賦課もしくは徴収に係る事務に関し、正確な事案
の把握が困難になったこと、また争訟に関する事務に関
し、東京都の当事者としての地位が不当に害されたこと。
②別件訴訟の原告である法人又は別件訴訟原告の訴訟代理
人である弁護士の競争上又は事業運営上の地位が損なわれ
たこと。③公にすることにより個人の権利利益を害したこ
と。④別件訴訟の原告である法人又は別件訴訟原告の訴訟
代理人である弁護士の印影が明らかになったことにより、
犯罪に利用されるなど、公共の安全と秩序の維持に支障を
及ぼしたこと。以上①～④に関する具体的な事例の資料
（報告書含む）及び①～④の事例への東京都の対応に関す
る資料の全て。無い場合は、同種の訴訟によって開示した
ことにより発生した①～④に関する具体的な事例の資料
（報告書含む）及び①～④の事例への東京都の対応に関す
る資料の全て

1 当該公文書は当委員会では作成及び取得しておらず、存在しない。
東京都固定資
産評価審査委
員会

9 R1.11.23 R1.12.27

東京地方裁判所固定資産評価審査決定取消請求事件（口
頭弁論終結日 平成２３年８月３日）に係る原告準備書
面（３）及び東京高等裁判所固定資産評価審査決定取消
請求控訴事件（口頭弁論終結日 平成２５年１月２９
日）に係る甲３３号証・甲３４号証

53 1 1 1 1 1

（７条２号）
　当該事項（意見書を作成した大学教授の氏名等）は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができること又は他の情報と照合
することにより特定の個人を識別することができると認められるため
　当該事項（引用している判決の事件番号）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所において訴訟記録の閲覧が可能とな
り、その結果、訴訟当事者が個人である場合、個人に関する情報で特定の個人を識別することができること又は個人の所有する財産情報
及び他の情報と照合することにより当該情報が特定されることから、これらを公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがあ
ると認められるため
（７条３号）
　当該事項（当該事件に係る事件番号、引用している判決の事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所におい
て訴訟記録の閲覧が可能となり、その結果、訴訟当事者が法人である場合、法人の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位が損なわ
れると認められるため
　当該事項（原告名等）は、法人の所有する他の情報と照合することにより財産情報が特定されることから、これらを公にすることによ
り、法人の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位が損なわれると認められるため
　当該事項（高層ビル一覧中の建物名称・階層層・竣工年月）は、高層ビルの名称が竣工年月順に表示されていることから、これらを公
にすることにより、当該家屋の建築年が特定され、法人の所有する他の情報と照合することにより財産情報が特定されることから、法人
の財産状況が明らかになり、事業運営上の地位が損なわれると認められるため
（７条４号）
　特定の個人の印影は、公にすることにより印影が偽造されるなど、犯罪の予防その他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれが
あるため
（７条６号）
　当該事項（当該事件に係る事件番号、引用している判決の事件番号等）は、公にすることにより、訴訟事件が特定され、裁判所におい
て訴訟記録の閲覧が可能となり、その結果、東京都に対して納税義務がある場合、納税者の税務情報が明らかになり、納税者からの信頼
が損なわれ、税務調査において任意の協力を得ることができないなど、今後の課税徴収事務の適正な遂行に支障をきたすおそれがあるた
め
　東京都に対して納税義務がある場合、税務調査等において収集したこれらの情報（当該事件に係る登録価格、引用している判決の登録
価格等）は、公にすることにより、納税者からの信頼が損なわれ、税務調査において任意の協力を得ることができないなど、今後の課税
徴収事務に支障をきたすおそれがあるため
　訴訟で得たこれらの情報（高層ビル一覧中の建物名称・階層層・竣工年月）は、公にすることにより、納税者からの信頼が損なわれ、
税務調査において任意の協力を得ることができないなど、今後の課税徴収事務に支障をきたすおそれがあるため

東京都固定資
産評価審査委
員会


